浜松市有料老人ホーム設置運営指導要綱
　第１章　総則

（目的等）

第１条　この要綱は、浜松市内における有料老人ホームの設置及び運営について必要な事項を定め、高齢者が安心して生活ができるよう、良好な居住環境及び生活支援サービスを提供する優良な有料老人ホームの設置及び運営を実現し、高齢者の福祉の増進に寄与することを目的とする。

２　この要綱は、有料老人ホーム設置運営標準指導指針（平成１４年７月１８日付け老発第０７１８００３号厚生労働省老健局長通知別添。同指針を改正する通知を含む。以下「指針」という。）と一体となって解釈、運用されなければならない。この場合において、この要綱と指針の定めとが異なる事項については、この要綱の定めるところによる。
（定義）

第２条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。

　（１）有料老人ホーム　老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号。以下「法」という。）第２９条第１項に規定する施設をいう。

　（２）設置予定者　浜松市内において有料老人ホームを設置しようとする者をいう。

（３）設置者　浜松市内において有料老人ホームを設置し、及び運営している者をいう。

　（４）設置予定者等　設置予定者及び設置者をいう。

（設置予定者等の責務）

第３条　設置予定者等は、この要綱及び指針の規定を誠実に遵守するものとする。

　第２章　事前協議

　（事前協議）

第４条　設置予定者は、有料老人ホーム設置に伴う都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２９条又は第４３条の規定による開発許可又は建築許可（有料老人ホーム以外の用途で都市計画法第２９条又は第４３条の規定による開発許可又は建築許可を受けたものを有料老人ホームに転用する場合は、同法第３５条の２の規定による変更許可）の申請前に、市長と協議をしなければならない。

２　設置予定者は、前項に規定する都市計画法の申請をしないで有料老人ホームを設置する場合にあっては、建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第６条の規定による建築確認の申請前に、市長と協議をしなければならない。

３　設置予定者は、前２項に規定する都市計画法及び建築基準法の申請を要しないで有料老人ホームを設置する場合においても、法第２９条第１項に定める届出前に、市長と協議をしなければならない。

（事前協議提出書類）

第５条　設置予定者は、次に掲げる事項を記載した書面を添付した有料老人ホーム設置事前協議書（様式第１号）を市長に提出し、協議するものとする。

　（１）基本的事項

　　　ア　有料老人ホーム設立（経営）趣意書

　　　イ　市場調査報告書

　　　ウ　入居者募集計画

　　　エ　入居一時金返還債務銀行保証契約等（一時金がある場合）
　（２）設置主体に関する事項

　　　ア　法人の概要

　　　イ　事業概要

　　　ウ　役員名簿

　　　エ　役員履歴書

　　　オ　法人定款

　　　カ　商業登記簿謄本

　　　キ　主な出資者（株主名簿、出資比率等）

　　　ク　過去３年の財務諸表（貸借対照表、損益計算書等）及び事業実績

　　　ケ　主要取引銀行協力書（借入がある場合）
　　　コ　その他

　　　　設置予定者に系列関係（親会社、子会社）がある場合は、系列関係法人についても同様の書面を添付すること。公益法人の場合は、ア～コに順じた書面を添付すること。

　（３）立地条件に関する事項

　　　ア　位置図

　　　イ　公図写

　　　ウ　見取図（建物配置図）

　　　エ　現況写真

　　　オ　立地予定地の都市計画法、農地法等関係法の該当状況及び現況

　　　カ　土地登記簿謄本

　　　キ　建物登記簿謄本（既設建築物利用の場合）

　　　ク　所有権移転確約書（所有権移転がある場合）
　　　ケ　抵当権等解除確約書（債務残高証明書）（抵当権がある場合）
　　　コ　地権者の事業協力（売買内諾）書（買収、借地の場合）

　　　サ　既設建築物の開発許可、建築許可、建築確認等（既設建築物用途変更の場合）

　　　シ　連携協力予定医療機関

　　　ス　土地賃貸借契約書（賃貸の場合）
　　　セ　建物賃貸借契約書（賃貸の場合）
　　　ソ　その他

　（４）規模及び構造設備に関する事項

　　　ア　面積（敷地、建物、延べ床）

　　　イ　建物構造

　　　ウ　施設設備の概要（建築基準法、消防法等による避難設備、消火設備等）

　　　エ　建物平面図、横断図（新設の場合は工事計画図面）

　　　オ　各室面積表

　　　カ　日照・採光・換気等の状況

　　　キ　スプリンクラー設備

　　　ク　診療所構造設備基準適合状況（医務室を設置する場合）

　　　ケ　その他

　（５）職員の配置等に関する事項

　　　ア　職員配置計画（年次計画）

　　　イ　職員研修計画

　　　ウ　職員衛生管理計画

　（６）施設の管理運営に関する事項

　　　ア　管理規程、運営規程

　　　イ　入居者名簿等諸帳簿

　　　ウ　緊急時対応マニュアル（防犯、防災、事故、感染症等）

　　　エ　運営懇談会規約（構成）

　　　オ　診療所概要（嘱託医氏名、履歴書、診療科目、診療日程、診療所設備等）

　　　カ　提携病院概要（提携病院名称、診療科目、病床数、距離、所要時間、提携書）
　　　キ　委員会一覧（感染症予防、虐待防止、身体拘束、事故発生防止）
　　　ク　各種指針（感染症予防、虐待防止、身体拘束、事故発生防止）

　　　ケ　各種マニュアル（感染症予防、虐待防止、身体拘束、事故発生防止）
　　　コ　避難確保計画（浸水想定区域・土砂災害警戒区域に設置する場合）

　（７）事業収支計画

　　　ア　資金収支計画書

　　　イ　損益収支計画書

　　　ウ　主要取引銀行の融資同意書（融資がある場合）
　（８）利用料等に関する事項

　　　ア　入居一時金算定根拠（一時金がある場合）
　　　イ　返還金算定方式（一時金がある場合）
　　　ウ　月額利用料明細

　　　エ　介護費用算定根拠（返還金算定方式）（一時金がある場合）
　（９）契約内容等に関する事項

　　　ア　入居契約書

　　　イ　重要事項説明書

　　　ウ　介護サービス等一覧表

　　　エ　苦情解決・相談窓口

　（10）情報開示に関する事項

　　　ア　情報開示内容（パンフレット等）
２　市長は、前項の事前協議の結果、設置計画の内容がこの要綱及び指針等に適合していると認めた場合には、設置予定者に対して事前協議を終了する旨の通知を行うものとする。
（市街化調整区域における証明）
第６条　市街化調整区域において有料老人ホームを設置しようとする設置予定者は、前条の事前協議終了後、有料老人ホーム建設に係る市街化区域への立地困難等の証明申請書（様式第２号）を市長に提出し、市長の証明を受けるものとする。

２　設置予定者が、社会福祉・医療事業団等の公的融資を受けて有料老人ホームを建設する場合には、有料老人ホーム設置運営標準指導指針適合証明申請書（様式第３号）に前条第１項の協議書類を添えて、市長を経由して厚生労働省に提出するものとする。

　第３章　届出等

　（届出等）

第７条　設置予定者は、建築確認通知書を受領後（建築確認を要しない場合は、事業開始報告前）、速やかに有料老人ホーム設置届（浜松市老人福祉法施行細則（平成１５年浜松市規則第２９号。以下「細則」という。）様式第１１号）により、法第２９条第１項に定める届出を行わなければならない。

２　入居者の募集は、前項の届出が受理された後に開始するものとする。

３　設置予定者は、第１項の届出をした後、事業開始報告までに、次に定める事項について市長に報告するものとする。

　（１）入居見込者確保の状況

　（２）入居者募集及び広告の状況

　（３）資金調達及び融資の状況

　（４）その他
（建設工事の着工）

第８条　建設工事の着工は、相当数の入居者が見込まれない場合は、入居一時金の返還債務について銀行保証等が付された後に行うものとする。

２　設置予定者は、建設工事の着工に際しては、あらかじめ、前項に定める事項の充足状況を明らかにする書類を添付した建設工事着工届（様式第４号）を市長に提出するものとする。

　（事業開始届）

第９条　設置予定者は、有料老人ホームの設置及び運営を開始したときは、直ちに、有料老人ホーム事業開始報告（様式第５号）及び重要事項説明書を市長に提出するものとする。

　（変更届）

第１０条　設置予定者等は、第７条第１項の届出の内容に変更が生じたときは、速やかに有料老人ホーム届出事項変更届（細則様式第１２号）を市長に提出しなければならない。

（休止（廃止届））
第１１条　設置予定者等は、第７条第１項の届出をした有料老人ホームを休止（廃止）したときは、速やかに有料老人ホーム休止・廃止届（細則様式第１３号）を市長に提出しなければならない。

　第４章　設置後の状況報告等

（定期報告）

第１２条　設置者は、毎年７月１日現在の状況を、市長が別に指定する書類により同月末日までに市長に報告するものとする。

（事故報告）

第１３条　設置者は、有料老人ホーム内で重大な事故が発生した場合には、直ちに市長に報告するものとする。

（情報開示）

第１４条　設置者は、重要事項説明書等の書類について、入居者及び入居希望者の求めに応じ交付すること。

２　入居一時金をとる有料老人ホームにあっては、財務諸表等の書類について、入居者及び入居希望者の求めに応じ閲覧に供するよう努めるとともに、入居者及び入居希望者の求めがあればそれらの写しを交付するよう配慮すること。

３　市長は、有料老人ホーム設置者等からの報告の徴収について（平成２７年７月３０日付け厚生労働省老人局高齢者支援課長通知。）に規定する情報開示等一覧表を作成後、公開する。
（事業収支計画の見直し）

第１５条　設置者は、少なくとも３年ごとに有料老人ホームに係る事業収支計画の見直しを行い、その結果を市長に報告するものとする。

（有料老人ホームに係る立入調査の実施）

第１６条　市長は、有料老人ホームに対して、老人福祉法第２９条の規定により、指導調査を行うものとする。
２　指導調査は、一般調査又は特別調査とする。一般調査は、一定の周期で実施し、特別調査は、有料老人ホームの運営等に問題を有する場合（問題を有すると疑うに足りる理由がある場合を含む。）に随時実施する。
３　一般調査は、書面及び実地により行う。原則として、書面による調査は毎年行い、実地による調査はおおむね５年に１度行う。
４　指導調査の結果に基づいて行う有料老人ホームに対する指導は、次の各号に定める方法により実施するものとする。

　(1) 法令、通知等の違反が認められる場合

　　ア　違反が認められる事項については、原則として、改善措置をとるべき旨を文書により指導する（文書指摘）。

　　イ　違反の程度が軽微である場合又は違反についてアに規定する指導を行わずとも改善が見込まれる場合は、口頭により指導する（口頭指摘）。

　　　　なお、口頭指摘を行う場合は、認識を共有できるよう文書により指導することができるものとする。

　(2) 法令、通知等の違反が認められない場合

　　　運営に資するものと考えられる事項についての助言を行うことができるものとする。
５　文書指摘事項に対する改善措置状況の報告は、次のとおりとする。

(1) 有料老人ホームへの指導調査結果の通知は様式第６号によるものとする。

(2) 有料老人ホームは、前号の通知に記載されている文書指摘事項について改善した場合は様式第７号により、速やかな改善が困難である場合は様式第８号により、原則として結果通知書到達後２か月以内に報告するものとする。

(3) 有料老人ホームは、様式第８号により報告したときは、改善後速やかに様式第９号により報告するものとする。

(4) 様式第７号又は様式第９号により報告したときは、改善したことを確認できる証拠書類等資料を添付するものとする。

(5) 報告書の内容により改善されたことが確認できない場合又は改善時期が極端に遅れる場合は事情説明を求め、改善を指導する｡
（その他）

第１７条　この要綱に定めるもののほか、有料老人ホームの設置及び運営の指導に関して必要な事項は別に定める。
　　附　　則

１　この要綱は、平成１５年４月１日から施行する。

２　この要綱の施行日前から設置及び運営されている有料老人ホームについては、この要綱及び指針に適合するための措置がとられなければならない。

　　附　　則

この要綱は、平成２９年６月１日から施行する。

　附　　則

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。

　附　　則

この要綱は、令和５年６月１日から施行する。
様式第１号（第５条関係）
　　年　　月　　日
浜松市長　　様
所在地
名　称
代表者
（署名または記名押印をしてください）
有料老人ホーム設置事前協議書
　下記のとおり有料老人ホームの設置を計画したので、浜松市有料老人ホーム設置運営指導要綱第５条の規定により、関係書類を添えて協議します。
記
１　設置予定有料老人ホームの名称
２　設置予定有料老人ホームの類型
３　有料老人ホームの設置予定場所

様式第２号（第６条関係）
　　年　　月　　日
浜松市長　　様
所在地
名　称
代表者
（署名または記名押印をしてください）
有料老人ホーム建設に係る市街化区域への立地困難等の証明申請書
　下記の有料老人ホームを市街化調整区域に設置する計画については、建設省建設経済局長通達（昭和６１年８月２日建設省経民発第３３号）記１（４）及び建設省建設経済局宅地開発課民間宅地指導室長通達（昭和６１年８月２日建設省経民発第３４号）記８（１）から（４）並びに建設省建設経済局宅地課民間宅地指導室長通知（平成１０年７月１日建設省経民発第４０号）記３までの要件に該当しているものであることを証明願います。
記
１　設置予定有料老人ホームの名称
２　設置予定有料老人ホームの類型
３　有料老人ホームの設置予定場所
　上記に相違ないことを証明する。
　　　　　　　年　　月　　日　　　　　　　浜松市長
様式第３号（第６条関係）
　　年　　月　　日
浜松市長　　様
所在地
名　称
代表者
（署名または記名押印をしてください）
有料老人ホーム設置運営標準指導指針適合証明申請書
　別紙有料老人ホーム設置計画が、標記指導指針に適合していることを証明願います。
様式第４号（第８条関係）
　　年　　月　　日
浜松市長　　様
所在地
名　称
代表者
（署名または記名押印をしてください）
建設工事着工届
　下記のとおり有料老人ホームの建設工事を行いますので、浜松市有料老人ホーム設置運営指導要綱第８条の規定により、関係書類を添えて届け出ます。
記
１　建設予定有料老人ホームの名称
２　建設予定有料老人ホームの類型
３　有料老人ホームの建設予定場所
４　着工の時期及び建設工事の期間
様式第５号（第９条関係）
　　年　　月　　日
浜松市長　　様
所在地
名　称
代表者
（署名または記名押印をしてください）
有料老人ホーム事業開始報告
　下記のとおり有料老人ホームの事業を開始したので、浜松市有料老人ホーム設置運営指導要綱第９条の規定により、関係書類を添えて報告します。
記
１　有料老人ホームの名称
２　有料老人ホームの類型
３　有料老人ホームの設置場所
４　事業を開始した時期
５　重要事項説明書
６　介護サービス等一覧表
様式第６号（第１６条関係）
浜健高第　　　　　号
　　年　　月　　日
　（有料老人ホームの名称）　管理者　　様
浜松市長　○○　○○　
　　年度有料老人ホームの指導調査の実施結果について（通知）
　　年　　月　　日に実施した指導調査の結果について、下記のとおり通知します。
　　文書指摘事項については、改善したことを確認できる書類の写しを報告書に添付し、本通知到達後２か月以内に提出してください。
記
　１　（有料老人ホームの名称）
　　文書指摘事項
　　(1) 
　　口頭指摘事項
　　(1)
高齢者福祉課施設福祉グループ
　　　電話　　　　　　　　　　
様式第７号（第１６条関係）
第　　　　　号
　　年　　月　　日
　（あて先）浜松市長　
所在地
名　称
代表者
（署名または記名押印をしてください）
　　年度指導調査結果に係る改善措置の報告について
　　年　　月　　日付け浜健高第　　号「　　　　年度有料老人ホームの指導調査の実施結果について」により通知のあったことについて、具体的改善措置状況を示す資料を添えて、下記のとおり報告します。
記
【指導調査実施日　　　年　　月　　日】
	施設の名称
及び文書指摘事項
	改善措置の具体的な内容
	改善措置実施日

	
	
	　年　　月　　日


様式第８号（第１６条関係）
第　　　　　号
　　年　　月　　日
　（あて先）浜松市長　
所在地
名　称
代表者
（署名または記名押印をしてください）
　　年度指導調査結果に係る改善措置の報告について
　　年　　月　　日付け浜健高第　　号「　　　　年度有料老人ホームの指導調査の実施結果について」により通知のあったことについて、下記のとおり改善することを計画したので報告します。
記
【指導調査実施日　　　年　　月　　日】
	施設の名称
及び文書指摘事項
	改善措置の具体的な内容
	改善措置実施日

	
	
	　年　　月　　日


様式第９号（第１６条関係）
第　　　　　号
　　年　　月　　日
　（あて先）浜松市長　
所在地
名　称
代表者
（署名または記名押印をしてください）
　　年度指導調査結果に係る改善措置の報告について（計画実施分）
　　年　　月　　日付け第　　号により報告した「　　　　年度有料老人ホームの指導調査結果に係る改善措置計画の報告について」のとおり改善したので、具体的改善措置状況を示す資料を添えて、下記のとおり報告します。
記
【指導調査実施日　　　年　　月　　日】
	施設の名称
及び文書指摘事項
	改善措置の具体的な内容
	改善措置実施日

	
	
	　年　　月　　日


